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課     題 具体的取組 取組目標 ５年間の取組成果 主な実績 

 

③需給予測・コスト計算等の精査

による質・規模の見直し 

本市の事業実施が必要と認められる事

業について、質や規模など、内容を精査す

ることにより、事業費の圧縮を行う 

過去の同様の事業の評価などを基に、質や

規模など、事業内容を見直す 

公共工事の総合的コスト縮減に取り組

み、「大阪市公共工事コスト縮減にかかる

実施方針」に掲げた目標値である、15年度

比 10％のコスト削減を達成できた。 

・「大阪市公共工事コスト縮減にかかる实施

方針（16 年 3 月策定）」に基づき、公共

工事のコスト縮減を推進し、21年 2月に

削減实績（15年度比 10.1％削減）を公表 

 

④公募型競争入札等によるコスト

の圧縮 

電子入札の導入による工事コストの低

減や公募型競争入札の一層の拡大による

競争性の促進による入札価格の引き下げ

などで、事業費の圧縮を行う 

事後審査型制限付一般競争入札の拡大

による競争性の向上等により、落札率の引

き下げ効果が得られ、事業費の圧縮につな

がった。 

 

・工事請負契約の落札率 

18年度 86.8％ 

→22年度 83.8％ 

・公募型指名競争入札の適用範囲の拡大 

（18年 6月） 

・事後審査型制限付一般競争入札を導入 

 （18年 6月） 

・電子入札の原則全件適用（19年 8月） 

・事後審査型制限付一般競争入札の原則全

件適用（20年 10月） 

 

３ 特別会計の改 

  革 

 

①特別会計･一般会計の区分の見

直し 

特別会計設置当初との状況の変化、事業

の実態に応じて、特別会計・一般会計の区

分の見直しを行い、事業の会計状況の管理

等を効率化する 

(1)特別会計制度設置の趣旨と現状の乖

離、民間での事業の実施状況など、時代

の変化に応じて特別会計の区分を見直

し、事業実態を明確化する 

 

(2)特別会計について収支状況や民間での

事業の実施状況を勘案して、特別会計で

の存続の意義・必要性が薄れたものにつ

いて、事業の民営化、一般会計化、廃止

などを検討する 

 

(3)事業実態の明確化を図るため、市営住

宅など収入のある一般会計の事業につ

いて、事業分析を行い、特別会計化の可

能性について 17年度中に結論を出す 

特別会計設置当初との社会状況の変化

と事業の実態に応じた、特別会計・一般会

計の区分の見直し検討を行った。 

 

 夢洲土地造成事業について、一般会計か

ら港営事業会計に移行することにより、事

業収支の明確化を図ることができた。 

 

また、特別会計改革の一環として、市民

病院事業会計を地方公営企業法全部適用

へ移行することにより、独立した企業体と

して医療環境等の変化に迅速に対応する

効率的な運営ができるようになった。 

・第 5 回市政改革オープンフォーラムにお

いて、会計区分の見直し検討状況を報告

（18年 10月） 

・食肉市場事業会計について、中長期的課

題についての实施計画を策定（20年 3月） 

・夢洲土地造成事業を一般会計から港営事

業会計へ移行（20年 3月） 

・市民病院事業会計を地方公営企業法全部

適用へ移行（21年 4月） 

 

②特別会計管理システムの確立 
財政運営の効率化と会計内容の明確化

を図るため、特別会計を一元的に管理する 

(1)管理体制の構築 

各局が個々に管理してきた会計を統一

的、一元的に管理する体制を構築する 

公営・準公営企業会計において、財務状

況、生産性の観点から経営分析を行い、他

都市と健全性や効率性等の比較を行うこ

とにより、事業の経営課題を明らかにし、

事業の改善につなげた。 

・「経営指標策定に関するガイドライン」を

策定（19年 3月） 

・ガイドラインに基づき設定した経営指標

をもとに行った経営分析結果を公表 

（19年 9月） 


